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周知のようにケインズ(1936Jは「有効需要の原理」を提起し短期に
おける失業均衡の可能性を論証した。その中心的な位置を占める乗数理論
によれば，財市場における需給調整を通じて，投資はそれ自らに等しい貯
蓄が形成されるような水準に国民所得を決定する。この過程において投資
はそれ自らに数倍(貯蓄性向の逆数倍)する国民所得を発生させ， これに
伴ってその生産に要する水準に社会全体の雇用量を決定することになる O
このようにケインズ的な短期マクロ体系において投資は決定的に重要な役
割を担っており，それが現行の国民所得水準および雇用水準に及ぼす効果
は乗数効果と呼ばれる O
ところで，ケインズ 0936Jが分析上の期間として用いている「短期J
および「長期」という概念はマーシャル 0890/1920Jに由来している O こ
の区分は需要変動に対する生産者側の生産調整の方法に関連し，資本設備
量の調整によって需要変動に対処し得るような長い期聞を考える場合に
は，その局面は「長期Jと呼ばれるが， より短い期間内では企業家は所与
の設備量の下で労働雇用量を増減することにより，その稼動水準を調整す
1) Keyn巴5，J. M.， The General Theory 01 Employment， lnterest and Money， 
London: 1936.塩野谷九十九訳『雇用・利子および貨幣の一般理論』東洋経済新報
社，昭和16年。
2)その詳細については中野 (1980Jおよび (1981)参照。
3) Marshall， A.， Principes 01 Econowics， London; 1st edition 1890， 8th edition 
1920.馬場啓之助訳『経済学原理』東洋経済新報社，昭和40年。
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る以外にはなく，このような短い期間を考える場合には，その局面は「短
期」と呼ばれる。
ケインズ 0936Jの乗数理論は「短期」を前提として投資の作用を分析
したものであって，この前提の下では雇用水準は所得水準したがって投資
水準と一意的に対応している。それゆえ，完全雇用を実現するためには特
定の投資水準が確保されればよいことになるO しかし実行された投資は
やがて稼動可能な資本設備量の増分となって「短期」とL寸前提をくつが
えす。すなわち， r長期的変化は短期的状況のなかで進行している」ので
あって， r短期と長期の間にはきわだった分界線はなL、」わけで、ある O
そこで投資が長期的な局面にま品、て生じるこのような効果，すなわち稼
動可能な資本設備量を増加させることによって一定の雇用労働量で生産可
能な所得水準を増大させるとL、う効果，を投資の生産能力効果と呼ぶこと
にしよう O 定義的に明らかなように，「短期」の前提の下では生産能力効果
は発現し得ない。しかし生産能力効果が発現する長期的局面においては資
本設備量が可変的となるために， r短期」の場合とは異なって，雇用水準を
所得水準に一意的に関係づけることができない。 したがって特定の投資水
準を維持するというだけでは長期的局面において完全雇用を持続させるこ
はできないで、あろう O
ドーマー (1947]はまさにこのような観点、から，乗数効果と生産能力効
4)向上 pp.309-313，邦訳第三分冊伍ー72ペー ジ参照。
5)ケインズ (1936)p. 17， 24，邦訳20，28-29ペー ジ参照。
6)向上 p.25，邦訳29-30ペー ジ参照。
7) Robinson， J.， The Accumulation 01 Catital， London; 1st edition 1956， 3rd 
edition 1969， p.18u;杉山清訳『資本蓄積論』みすず書房，昭和32年(原書初版訳)， 
昭和52年(原書第3版訳)， 192ベー ジ。
8)マーシャル (1890/1920)p. 314，邦訳第三分間73ペー ジ。
9) Domar， E. D.，“Expansion and Employment，" The American Economic Re. 
むie叩， Vol. 37， 1947， reprinten in Essays 初 theTheory 01 &onomic Growth. 
Oxford University Press， 1957， pp. 34-55.宇野健吾訳「経済成長の理論』第四
章「経済拡張と雇用J，東洋経済新報社，昭和34年。
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果という「投資過程の二重性jに立脚した分析を展開し長期的局面にお
いて完全雇用を持続させるためには投資がある一定率で成長し続けねばな
らないことを明らかにした。かくしてドーマー(1947]はその後の経済成
長理論への道を聞いたわけである O しかしながらその分析は簡潔にすぎた
ためp そこに内包されている含意を充分に解明できていない。そして特に
そのケインズ批判において提起した自律的な経済成長という論点はその後
の経済成長理論との関連において重要であるが，充分に確立された論点と
ほなっていないため，疑問の余地を残している。
そこで本稿ではドーマー理論の提起した線に沿ってケインズ体系の長期
における成長過程を分析しこれによってドーマ一理論の合意を解明Lて
L 、くことにLょう。
E ドーマ一理論
さて，まずドーマー 0947]の理論の概要を見ておくことにしよう。ド
ーマーは物価水準一定とL、う前提の下でドル額表示の集計量を用いて分析
を進めているO 後に見るように名目集計量の実質化の方法としてはケイン
ズが提唱した「賃金単位で測る」とL、う方法を用いた方が「はるかによく
やっていくことができる」のであるが，相対価格変動が問題とならない範
囲での集計量聞の分析においては物価水準が「暖味な概念」であるという
問題は捨象することができる。そこで以下では体系をー財モデルと Lて扱
うことにLよれそうすると名目国民所得額Y，名目投資額 1，名呂消費
額 Cは物価水準 P一定とL、う前提の下ではそれぞれ社会全体の純産出量
10)向上 p.89， 97-98，邦訳104，114-15ペー ジ。
11)向上 p.106，邦訳125-26ペー ジ参照。
1) ドー マー (1947Jpp. 85-86，邦訳100ペー ジ参照。
2)ケインズ (1936Jp. 39，邦訳46ペー ジ。
3) ドーマ-C1947J p. 86，邦訳100ペー ジ参照。
4)ケインズ (1936Jpp. 39-40，邦訳46-47ページ参照Q
5)中野 (1980J180ペー ジ参照。
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X，投資量 Xr，消費量 Xn と同等のものとみなすことができる。すなわ
ち，定義的に，
y=p.X 
I=P.Xr 
C=P・Xn
であるが，ここにおいて
P=P (一定)
が仮定されているわけである。
(l) 
(2) 
(3) 
(4) 
さて，社会全体の純産出物供給総額であるYはその生産に参与した各生
産要因に分配され，ついで各々の消費額および貯蓄額に分割されるから，
結局Yは社会全体の消費総額 C および貯蓄総額 Sに分割される。すなわ
ち，
Y=C+S (5) 
である。他方，社会全体の財需要総額は投資総額 Iと消費総額 C とから
成る。したがって全体としての需給均衡条件は
Y=I十C
であるが，これは(5)式を考慮すると，
I=S 
と同等であることがわかる。
ところで，消費需要が所得の一定割合らで与えられる場合には
C=Ca • Y 
であってこれを(6)式に代入して整理すると
Y=~ --_. 
l-ca 
(6) 
(7) 
(8) 
(6') 
となる。すなわち投資は財市場の均衡化過程を通じてそれ自らに数倍する
所得を形成する。これを貯蓄・投資関係から見るなら， (8)式を(5)式に代
入して整理すると，
Sニ (l-ca).Y (5') 
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であるから平均貯蓄性向らを
5a=1ー ら
と定義しておけば(5')式は
S=Sa' Y 
となり，(7)式を用いて
I=sa' Y 
すなわち
y=_1_.1 
Sa 
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(9) 
(5") 
(7') 
(7") 
を得る。 (6')式または(7")式は内容的には同一であって，左辺が供給を表
わし，右辺が需要を表わす。投資水準Iが所与である場合には需給調整は
単純であって，超過供給の場合には生産が減少し超過需要の場合には生
産が増大して均衡点すなわち(6')式または(7")式の等号関係に到達する。
その安定条件は OくCaく1すなわち OくSaく1で与えられる。 ドーマー
[1947]はこのような形で要約された乗数理論を用いて，所得増分 L1Yと
投資増分 L11との間の関係を限界貯蓄性向らにより，
L1Y= 1 ・L11
S'" 
(D-I) 
という形で表現している。かくして投資の乗数効果は(D-1)式で与えら
れる O なおこの場合の均衡の安定条件は OくSmく1となる。
次にドーマー 0947Jは投資の生産能力効果にすすむのであるが，その
説明方法は二段構えとなっているO すなわち，まず「新たにっくりだされた
資本の 1ドルあたり年生産能力(純付加価値)Jの社会全体における平均値
をzとおく O そうすると「投資されたIト、ルの生産能力は年あたり I.zド
6)ケインズ(1936Jp. 96，邦訳110-11ベー ジ参照、G
7) ドー マー (1947Jp. 89，邦訳104ベー ジ。
8)この{直 2 はドーマー (1947Jの記号法では Sであり，貯蓄性向は aとなって
いる。しかし本稿では貯蓄性向に sを用いるので，上の値は 2 で表記している。
なお.zは引用文からも明らかなように，
純付加価値額/資本価値額
で定義されている。しかしこれは分母・分子を価格 Pで除した
純生産物量メ物的資本設備量
と同じ値である。そこで次節以降では後者の意味で 2 を用いる。
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ルとなる」わけで、ある。 Lかし，新設備の増加はまだ使用可能な旧設備を
廃棄に追い込むことがあり，また企業家が見込みを誤って需要のない生産
物の生産のために新投資を行ったために据付後も実際上は稼動されないこ
とになる， といった場合が起こり得る。 Lたがって社会全体と Lては投資
額1ドル当り z ドノレよりは少い額の生産能力しか見込めない。さらにドー
マーは完全雇用状態を規準として社会全体の生産能力をとらえようと Lて
いるので，完全雇用を想定した場合の，とL、う意味から「潜在的」という
形容を加えて， I投資の潜在的・社会的平均生産性」 σとL、う概念を構成
している。 これを用いると， 完全雇用下での社会全体の生産可能額 Y;'
は，投資額 Iに対して σ・Iだけ増加することになる。すなわち，
AY*=σ・I (D-I) 
である。
当初，体系が完全雇用を実現していたとするなら，その完全雇用状態を
維持するためには社会全体の需要水準は .:/y*だけ増加しなければならな
い。すなわち(D-1)式右辺を用いて，
AY*=~ _1・Al
Sm 
あるいは
σ1=_1_. J1 
Sm 
それゆえ
A[/I=o ・Sm
(D-il) 
(D-IlI') 
(D-IlI") 
が満たされなければならない。かくして，完全雇用が引続き維持されるた
めには投資が σ・九の率で増加しなければならな"'，というドーマーの命
題が導かれる O
9) ドー マー (1947)p. 89.邦訳104ベー ジ。なお， i1・7 ドル」の部分は原文の記号
法では 11・5 ドル」である。この点については前議参照。
10) ドーマ-(1947) p. 90，邦訳105ページ。傍点原文イタリッグ。
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ところで， (7")式および(D-1)式から司
JY/Y= (5./S，")・(JI/I) (8) 
であるから， 一般に投資の成長率が所得の成長率を決定することがわか
る。もしケインズ(1936Jが仮定したように限界貯蓄性向は逓増すると
すれば限界量と平均量の一般的関係から Sm>Sa となるので，所得の成
長率は投資の成長率よりも低くなる。 Lかし，もしドーマー(1947Jが
仮定したように「限界および平均貯蓄性向が相等Lくかっ一定であるi
とすれば所得の成長率は投資の成長率に等Lくなる O そLてケインズ
(1936J以後に行われた貯蓄関数の形状に関する経験的研究;土ドーマーの
仮定を支持しているようである。この場合にはドーマー (1947]の理論的
な部分は， i完全雇用状態が継続的に維持されてゆくためには，投資と所
得とが，貯蓄性向と投資の平均(簡単にして)生産性との積に等Lい一定
の年相舟(あるいは複利)率で、成長することが必要で、ある1という命題に
要約されることになる。
さて， ドーマー(1947]の理論的分析は以上の所で終り，種々の個別的
な論題を経て最後に，長期分析においては投資の乗数効果と生産能力効果
とを共に考慮すべきであるという観点から，両効果が先人達によってどの
ように扱われてきたかを学説史的に概観している。その中でドーマーはケ
インズ (1936Jが短期分析においては生産能力効果を無視し 「長期分析
からはどう L、うわけか乗数効果を省略Lている」とL、う批判を投じた。前
者は方法的に当然であって問題とするに足りない。しかし後者は逆説的に
映るので説明が必要で、あろう O ケインズ(1936Jは「資本の限界効率が零
11)ケインズ[1936)p. 12α 邦訳136ペー ジ参照。
12) ドーマ-(1947J p. 91，邦訳107べー ジ。
13)たとえば， Duesenberry， 1.sり lncome，Saving， and the 7百eory01 Consumer 
Behavior， Harvard University Press， 1949，大熊一郎訳『所得・貯蓄・消費者行為
の理論』巌松堂，初版昭和30年，改訳版昭和39年，第4章第4節参照。
14) ドー マー (1947Jpp. 91-92，邦訳107ベージ。傍点原文イタリッグ。
15)同上 p.106，邦訳125-26ペー ジ。
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となるほとや資本財を豊富にすることは比較的容易である」と仮定してお
り，そのためしばしば「富の存在量が増加することからの厄介な可能的事
態」に言及している。これは投資の生産能力効果から考えれば容易に理解
できる O しかし投資の乗数効果をも考えるなら，所得と資本とを同率で
成長させるような投資の成長率が維持されれば，資本あたりの利潤額は不
変に維持されるからケインズ 0936Jが前提としたような投資機会の酒渇
は起こらないという可能性がある O すなわち， 1労働が限定要因でなL、」
ような場合には「投資がョリ速やかに成長するならば，所得も成長するJ
のであり， 1これこそが投資の乗数効果」なのであるから，投資機会の酒
渇を必然的と考えたケインズ(1936Jの長期分析には乗数理論が脱落して
いるのだ， とドーマー 0947Jは結論づけたわけで、ある。
もちろんここには両者の前提の相違が指摘されねばならないのであっ
て，ケインズ 0936Jでは限界貯蓄性向逓増が前提されており，さらにそ
の投資理論では企業家の投資意欲は投資の絶対量で表現されるようなもの
であることが前提されている O そのいずれもが長期的な投資収益の下落す
わち投資機会の潤渇をもたらすことは容易に理解できる O したがってドー
マーが指摘した持続的な経済成長の可能性は，正確には貯蓄性向が一定で
あること，および企業家の投資意欲が本質的には投資の成長率または蓄積
率で表現されるようなものであること，を仮定した場合に考えられるわけ
である。
それでは以上の二点が仮定されればドーマーの議論は万全と言えるだろ
うか。しかしそこにはなお暖味な点が残されていると言わねばならないだ
ろう。何故なら， (8)式の導出過程では投資の生産能力効果は用いられて
いないから，任意の投資の成長率の下で所得と資本は同じ率で成長するか
16)ケインズ (1936Jp. 221，邦訳248ペー ジ。
17)向上 p.219，邦訳245-460 なお同 pp.105-106， 325， 375-77，邦訳119-121，
366， 426-28ベー ジ等をも参，照。
18) ドー マー (1947Jp. 106，邦訳125ペー ジ。
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のように見えるわけであるが，もしそうであれば完全雇用成長率 s・σの下
においても所得と資本は同率で成長し続けることになるであろう。しかし
その場合， ドーマー 0947Jが加えている「労働が限定要因でなL、」とい
う条件は何を意味しているのであろうか。こうした疑問点を解明するため
にはドーマ一理論の枠組のままでは簡潔すぎるのであって，むしろケイン
ズ体系の枠組を用いる方が適切である O そこで次にケインズ体系を一財モ
デノレに縮約し，これに生産能力効果を導入する， とL、う方法を用いて上の
問題を解明していくことにしよう C
皿 ケインズ体系:短期均衡
ケインズ C1936Jの有効需要理論は全財市場における需要および供給を
集計量によって定式化したものであるが，これを縮約してー財モデルとす
る場合にはその集計の手続は比較的単純となり，その概略は次のように説
明することができる。
まず供給側であるが，いま社会全体の企業家数を m 人として，第 j番
目の企業家(j=1，…，m)は何人の労働者を雇用して資本設備を稼動さ
せ，短期における限界生産力逓減の下で純生産物を勾Zだけ生産できるも
のとしよう。そうすると njと XjZの間には，生産関数
XjZ=五(nj) 乃'>0，1;"く0，(i二二1，"'， m) (1) 
を設定することができる。単純化のために各企業はこの生産に必要となる
原料および設備維持のための置換用部品等を内部で生産・補充しており，
したがって使用者費用および補足的費用はゼロであると仮定しよう。そう
すると生産物価格R貨幣賃金率 W の下では，生産額 p.XjZ(=P.!i(nj)) 
は純生産額でもあって，賃金費用 w・njを支払った残余は純利潤となる。
利潤極大条件は
1)その詳細については中野 [1980J，[1981]参照。
2)ケインズ [1936J第6章参照。なおその費用分類とマーシャノレ [1890/1920Jの
費用分類との関係については中野 [1979J参照。
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W/P=!/(nj) ザ=1，…，m) (2) 
であるが，ここで「賃金単位で減られた」生産物価格を Pとおけば
p=P/W (3) 
であるから(2)式の条件は
ρ=1/f/(nj) 0=1，…， m) (2') 
となる。各企業は与えられた Pの下で(2')を満たすような労働量 njを雇
用する。このとき生産物供給量勾Z は，
XjZ=jj(f/→(1/ρ)) (j=1，…， m) (4) 
となる。 h"くOであったから.Pが高い(または低L、)ほど雇用量的，供
給量 XjZ，賃金単位で測られた利潤額 (p'XjZ-nj)はいずれも大きく(ま
たは小さく)なる。きわめて低い Pの下で.P=的/XjZ=njグj(nj)とた
るならそこでは利潤ゼロであって，これ以下の P では実際上生産は行わ
れない。このような企業閉鎖点の位置は，(2')式を考慮すれば‘，あらかじめ
生産関数から知ることができる。すなわち.fi(nj)If/(nj) =njとなるよう
なめの値を nj， とおけば，企業閉鎖点での生産量 Xjおよび価格めは
それぞれ Xj=β(nj)，pj=1/fj(nj)である。そこで pくわでは njおよび
Xjはゼロとなるようにあらかじめ生産関数 L を修正しておくこととし
て.あらためて(4)式を導くとともに，(4)式を第 j企業の供給関数 Zj(p)
で表わして，
XjZ=Zj(p) (j=1， '， m) (4') 
とおくことにしよう。このとき.pくめでは Zj(P)=0となっている。各
企業の保有する資本設備の生産能率は必ずしも同一ではなし、から‘ Pが低
下するにつれてあの高い設備から!慣に生産を停止していく，と考えるこ
とヵ:で、きる O
社会全体の供給量 XZおよび雇用量 N は
XZ=デメ (5) 
N=子nj (6) 
で定義される。以上の (2m+2)本の独立の方程式(1)， (2')， (5)， (6)式
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から (2m十1)個の変数 XjZ，nj' 0=1，…，m)， pを消去して一本の方程
式
XZ=F(N) (7) 
を構成すると， これは社会全体の生産関数であって，F'>O， F"く0 とな
り，特に，
P=l/F'(N) (K-1) 
となることがわかる:したがって個々の企業の場合と同様に社会全体の供
給関数は
XZ=F(FI-l(l/p)) 
となり dXZjdp>O，そこでこれを
XZ=Z(p) 
(8) 
(K-2) 
とおけば Z'>Oであり，これをグラフに描くと第一図 Z曲線のように右
上りの曲線となる。 ドーマー[1947]が言及していた企業間競争による!日
設備の廃棄とL、う現象はここでは企業閉鎖点による生産停止という現象と
して供給曲線の右上りの形状の中に包探される。
次に需要側であるが，生産物に対する社会全体の総需要量 XD は投資
向げの需要量 X1Dと消費向:tの需要量 XnDとから成る。投資需要に関
してはケインズ [1936Jの理論は投資需要の絶対量決定を扱っているO こ
れを投資の成長率での表現にするのに必要な修正は次節で加えることと L
て本節ではまずケインズ C1936Jの理論をそのまま見ていくことにしよう O
第 j番目の企業家は投資量 XD1 ，j の限界単位について一期後に q/，二
期後に q/，等々の賃金単位で誤1)られた収益が得られると予想するものと
し，さらにこれらの予想収益の系列は投資量 XDj，;の増加につれて逓減す
るものと仮定しよう O すなわち
q/=q/(xDl，j) (j=l，…， m: tニ 1，2，…) (9) 
において q/'くOと仮定するわけで、ある。そうするとこの企業にとって投
資量 XDl，;の限界単位の賃金単位で誤Ijられた価館額は，所与の利子率 tで
3)この証明の詳細については中野 [1980J156-57ペー ジ参照。
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その予想収益を割引し、た価値額三二{(守ノ(xDI，j) / (1十i)t}に等しし、。この
割引価額が投資財の賃金単位で誤IJられた価格 P を上回る場合には企業家
はより多くの投資を実行していく。そうすると限界単位から得られると予
想される収益は次第に減退し，
p= L {q/ (XD J，j) /(1十i)t} (10) 
を満たす xDJ，jに達する。これ以上に投資しようとすれば限界単位の割引
価値は P を下回るので，結局この企業家の投資量は(10)式の等号を満ナこ
す xDl，jの値に決定される。所与の利子率の下では Pが高い(または低
L 、)ほど投資量 xDJ，バ土小さい(または大きL、)。かくしてこの企業の投
資財需要関数 DJ，jは
xDJ，j=DJ，j(p) D'J，jくo (j=1，…， r.n) (11) 
となる。社会全体の投資需要量 XJDは
XJD=デDJ ，j (12) 
で定義されるから，社会全体の投資需要関数 DJ(がは
XJD=DJ(p) DJ'くo (K-3) 
であって，これをグラフに描くと第一図 DJ曲線のように右下りの曲線と
なる O
消費需要については，前節で見たように，何らかの意味において平均貯
蓄性向一定という条件を与える必要がある C しかしこれは消費需要を簡明
なものにする。いま任意の p が成立しているものとすると，各企業は
Zj(p)だけ生産し司生産額 POZj(p)は賃金および利潤といった所得形態を
とって分配される。このようにして Pの下では社会全体の賃金単位でおl!1
られた所得Yは，
y=p.Z(p) (K-4) 
となる。消費性向を C とおけば、消費需要額は c'yであってこれを pで
除せば消費需要量 XnD を得て，
X nD= (c.y) /p=c.Z(t)， OくCく1 (13) 
4)ケインズ (1936Jpp. 135-37，邦訳151-53ページ参照。
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となる O それゆえ消費需要関数
XnD=Dn (P) Dn'>u (K-5) 
を得る。 (13)式から明らかなようにーこれをグラフ上に描くと第一図消費
需要曲線 Dnのように供給曲線 Zに対して一定割合 (c)だけ左方に位置
する右上りの曲線となる。任意の Pの下で水平線を引くと ，z曲線との
交点から縦軸までの水平距離に p を乗じた額は(K-4)式より賃金単位で
測られた所得額yとなるが，図の中では矩形 OpZXの面積で表わされる。
同様に賃金単位で測られた消費需要額は矩形百戸)nXnの面積となる。従
って賃金単位で測られた貯蓄額は矩形 XnDnZXの面積で示される。それ
ゆえ，消費性向 Cは声n/戸の比によって示され，貯蓄性向 Sは万戸/戸
の比で示されることになる O
財市場全体における総需要量 XDは
XD=XID十XnD (14) 
で定義され，需要関数は
XD=DI (p)十Dn(p) (K-6) 
となるから， 第一図のようなグラフ上では総需要曲線 D は DI 曲線と
DU曲線とを水平に加えたものと Lて拾かれる。第一図では D 曲線は右
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下りに描かれているが， Dj 曲線がより急勾配であれば D 曲線は右上り
の曲線となる。しかLいずれにLても D 曲線は Z曲線を上方から切るこ
ととなる。
このようにLて社会全体の総供給曲線 Zおよび総需要曲線 Dが得られ
る。財市場の均衡は両者の交点、 E(X"p，)で与えられるが，p，より高い
価格，たとえは第一図のあ，の下では D 曲線は Z曲線の左方にあるため
超過供給となって価格は下落する。逆に p，より低い価格，たとえば第一
図あの下では D 曲線は Z曲線の右方にあるため超過需要を生じて価格
は上昇する。かく Lて体系は安定的な均衡点 Eに到達し，均衡条件
XZニ XD (K -7) 
が満たされるO このとき 7本の独立の方程式(K-1) -(K -7)によって決定
される 7個の変数 p，xz， XD， X1D， XnD， y， N の{直は安定的な均衡値と
して実現される O
ところで，第一図において任意の価格 pの下での Dn曲線と D 曲線
との聞の水平距離は作図法から明らかなようにその価格 Pの下で需要さ
れる投資量であり，これに pを乗じた額は投資需要額となる。これに対
して既に述べたように Dn曲線と Z曲線との間の水平距離に pを乗じた
額はその pの下で形成される貯蓄額に等しい。それゆえ，D曲線が Z曲
線の左方にあるような高い p の領域で発生する超過供給額は同時に貯蓄
が投資を上囲る額でもあることになる O この点、を利用すると第一図の均衡
関係は第二図に移しかえることができるO まず第一図の DI曲線をそのま
ま第二図に描いておく。次に第一図の Dn曲線から Z曲線までの水平距
離を第二図縦軸から右に測り，その点の軌跡をとると右上りの曲線が得ら
れる。仕意の Pの下でのこの曲線の横座標は
Z(p) -c・Z(p)= (l-c)・Z(p) (15) 
であって，いま貯蓄性向を 5 とおくと消費性向 C に対して
s=l-c (16) 
となるから，この曲線は
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XIZ=S・Z(p) (17) 
で表わされることがわかる。そこでこれに従って第二図のようにD1曲線
と S.Z曲線を描けば両者の交点 EIによって均衡価格 Peを知ることが
でき，これを(K-1)ー (Kマ)式に代入すれば他のすべての変数の均衡値を
導くことができる O このようにして体系の短期における均衡のメカニズム
は第二図のような貯蓄・投資関係に集約して表わすことができる。
さて， 短期的条件の下で企業家達の投資意欲が好転し， 投資需要曲線
D，が第三・四図の D'I 曲線、のように右方へ移動Lたと Lょう。この結
果，総需要曲線 D も D'曲線の位置まで右方移動し，新しい均衡点は供
給曲線 Zに泊って E点から右上方の E'点に移動する。均衡投資量は
X，パから X'，"ヘ.均衡消費量は XIf.，から X'n..へ，そして均衡産出
量は X，からX/へそれぞれ増大し，価格も p，から P/へと上昇する。
第三図で表わされたこれらの関係は第四図を考揮、すると，
X 1.，=s・Z(P.)=s・X. (18) 
X'I.，=S・ZCP/)=s・X/ C1~ 
であり， ここで均衡投資量の増分を.dX1.均衡産出量の増分を.dXで表
わすと，
11X1 =X'，..-Xl，e (20) 
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.:1x=xら-x， (21) 
と定義され，結局
.:1x=.l，.:1X， 
s 
(K-7) 
が導かれる。したがって均衡問の数量関係を比較するという比較静学的方
法の下では，投資量の増大はそれに数倍(貯蓄性向の逆数倍)する産出量
の増大をもたらすという乗数理論の命題が成立することがわかる。そLて
右上りの供給曲線 Zがその位置を変えないとL、う短期的条件の下では，
産出量の増大は賃金単位で測られた物価 Pの上昇を必然的に伴うから，
乗数過程の作用はケインズ 0936Jが述べているように， I一部分は産出
高に影響をおよぼすことにより，一部分は価格に影響をおよぼすことによ
って，その影響力を消失する」ことになる O それでは投資がその生産能カ
効果を発揮し，供給曲線 Zを右方へ移動させていくような長期的局面で
の乗数過程の作用はどのようなものであるだろうか。次にこの問題を考え
てみることにLょう。
N ケインズ体系:成長過程
いま.投資財ー単位が据付けられ‘短期における収獲逓減の下で n 人
の雇用労働者がこれを稼動すると生産量 XZが得られるものとしよう。こ
のとき，
xZ=f(n)， 1'>0， f"く0 ? ???? ?、
であって，利潤極大化行動により，
p=l/f'(n) 
となるように稼動されるとすれば，
XZ=[グ(l/p))
(2) 
(3) 
である。ここで前節と同様に.n=f(n)/f'(n)を満たす nを nとおいて，
5)ケインズ [1936Jp. 285，邦訳322-23ページ。なお，同 p.296， 302-303，邦訳
336， 342-43ベージ参照。
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x=f(n)， p=lグl(n)をとり、これを企業閉鎖点として.Pくpに対して
は n=O，x=Oとなるように生産関数 fを修正しておき，その上で(3)式
を導いてこれを供給関数
x=z(p) z'>O (4) 
におきかえることにしよう O
さて初期時点における供給曲線を Zo，この期に行われた均衡投資量を
Xj，oで表記するとすれば，次期の供給曲線 ZIは，
ZI(P) =ZO(p)十Xj，o・z(P) (5) 
となる。このようにして供給曲線 Zが右へ移動すると消費需要曲線 Dn
は同じ割合で右へ移動する。 ここでもし投資需要曲線 Djが前の位置
Dj，oにとどまっていたとすると，総需要曲線 D は供給曲線、 Zよりも少
い程度でしか右へ移動することはできない。この結果は均衡価格 pの下
落である。 したがって毎期投資の需要曲線が一定位置にとどまるなら，p 
は一方向的に下落L続け，やがて旧設備のみならず新設備もまた企業閉鎖
点に達Lて全生産が停止することになるであろう。しかし企業家の投資
意欲が成長率という観点からなされているとすれば，事態はこれほど容易
に予言可能というわけにはいかなくな
るO
いま，初期時点における投資需要曲
線をDj，o(p)，均衡価格水準を p。とお
けば，
Xl，o=Dj，o(Po) 
であるとともに，
(6) 
X j ，0=s.ZoCPo) (7) 
でなければならない。これに対して次
期においては企業家達が投資の需要曲
線を成長率 glによる量だけ右へ移動
させるものとしよう。このとき， この
p 
。
¥/ ¥/ 
JV¥ 
XI.o XI.l 
~ 
〔第五図〕
X， 
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期の投資需要曲線 Dl，I(がは，
Dl，I(P) = (1+g1)・DJ，o(p) (8) 
となる。この第1期の均衡価格を Pl，均衡投資量を XJ，!とおけば，
XI，I=DI，I(Pl) (9) 
X 1，1 =s・ZI(Pl) (10) 
となる。第五図では Pl=POとなる場合の貯蓄・投資関係を図示している。
しかL，まずより一般的に Pl這んに応じて事態がどのようになるかを検
討しておこう。
まず，z'>oから，
Pl量POとご>s・z(po)吾5・Z(Pl) (11) 
，，'!明らかであろう。いま.第一期に実現した成長率を glとおけば，
gl=(Xl，I-XJ，O)/XI，o (12) 
で定義される。これに(7)，(10)式を代入L， (5)式に(7)式を代入した関
係を利用すると.
Z，'0 (Pl) -Zo(Po) 十5・Z(Pl)
Zo(Po) 
を得る。したがって，
Pl三塁PO七二:>s oz(Pt)吾gl
(13) 
(14) 
であることがわかる。次に(8)式を(9)式に代入したものと(6)式とを(12)
式に代入して整理すると，
1之互!..._D/，o(ム)
1 + gl DJ ，0 (po) 
を得る。 D'1，0くOであるから，
Pl雲POC:ニ:>gl歪'gl
となるO 以上の結果をまとめると，
(15) 
(16) 
Pl三塁POC:二:>soz(po)重SOZ(Pl)重gl豆gl (17) 
である。第五図ではこのうち等号の場合を貯蓄・投資関係について図示L
ている O 煩雑となるので不等号の場合およびそのそれぞれについて財市場
全体を示すグラブは省略しているが， (17)式の結果を用いれば原理的には
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容易に描くことができるであろう O
第2期以降においても，技術進歩が起こらない限り投資量とその生産能
力の意味内容は変わらないので，投資の成長率という概念は現確に規定す
ることができる。そこで毎期の企業家の意図する投資の成長率を外生的に
与えてやれば，任意の成長過程をグラフ上に描いていくことができる。
以J:.見てきたように，投資の乗数効果と生産能力効果とが共に作用する
ような長期的局面においては，企業家の意図する成長率 gが 5・zの値よ
り大きL、か小さいかあるいは等しL、かに応じて，賃金単位で測られた物価
水準 P1上昇するか下落するかあるいは不変に保たれるO そこでいま s.z
の値を g，とおいて，
g，ニ 5・2 (18) 
とすれば， ドーマー[1947]が指摘したように「労働が限定要因でなしづ
という前提の下では資本が所得に対して相対的な稀少性を変えることなく
成長し続けることができるような投資の成長率は確かに存在し.その成長
率の値はめという一意的な値をとる，ということができる。それではこ
の成長率 g，はドーマーが分析Lた完全雇用を持続さぜるのに必要な成長
率どとどのように関係するのであろうか。しかしこの問題を考えるため
にはさらに完全雇用状態に関する分析を行わねばならなし、。(未完)
